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平成28年度予算概算決定・平成27年度補正予算の概要
（百万円）

平成27年度 平成28

項 目
年度

当初 補正 当初
予算額 予算額 予算額

【野菜関係】

１．野菜価格安定対策事業（拡充） 16,722 17,082
（所要額） （所要額）

２．新しい野菜産地づくりの推進 （1,237） （1,395）

【果樹関係】

３．果樹農業好循環形成総合対策事業（組替新規） 5,520 5,600

４. 産地リスク軽減技術総合対策事業のうち

園芸作物資材緊急安定確保対策事業（新規） (318) (237)

【花き関係】

５．国産花きの生産・供給対策 654 865

（１）国産花きイノベーション推進事業（拡充） (532) (702)

（２）トルコ・アンタルヤ国際園芸博覧会出展時業（継続） (121) (163)

【施設園芸関係】

６．次世代施設園芸の地域展開の促進（組替新規） 2,008 2,540

７．産地リスク軽減技術総合対策事業のうち

施設園芸産地防災実証モデル導入事業（継続） (318) (237)

８．産地活性化総合対策事業のうち

養蜂等振興強化推進事業（拡充） (2,343) (2,390)

９．燃油価格高騰緊急対策（事業期限延長） 31,230

（平成26年度

期首残高)

【産地整備・振興関係】

10．強い農業づくり交付金（拡充） (23,085) (20,785)

11．産地パワーアップ事業（新規） 50,500

【輸出促進・需要拡大関係】

12．高品質な我が国農林水産物の輸出促進緊急対策（新規） 13,110

13．農畜産物輸出拡大施設整備事業（新規） 4,300

14．外食産業等と連携した需要拡大対策事業（新規） 3,600

カッコ内の数字は内数。
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１ 野菜価格安定対策事業

【（所要額）１７，０８２（１６，７２２）百万円】

対策のポイント

野菜価格安定対策事業を円滑に推進し、野菜の生産・出荷の安定と消費者

への安定的な供給を図ります。

＜背景／課題＞

国民消費生活上、必要不可欠な野菜の安定供給を図るためには、価格が著しく低落し

た場合に生産者補給金等を交付すること等により野菜農家の経営に及ぼす影響を緩和す

る野菜価格安定対策事業を円滑に推進していくことが重要です。

政策目標

生産及び出荷の安定を図ることにより市場入荷量の変動を抑制

（変動係数 1.8％（平成17年）→1.4％以下（平成37年））

＜主な内容＞

１．野菜価格安定対策事業の円滑な推進

野菜の生産・出荷の安定と消費者への安定供給を図るため、平成27年度における

生産者補給金等の交付額の再造成経費を確保することにより、野菜価格安定対策を

的確かつ円滑に実施します。

２．制度の運用見直し

産地の情勢変化に即して、指定産地における共同出荷要件の特例措置（共同出荷

割合２／３を１／２とする）の指標を共同出荷量から作柄変動による影響の少ない

作付面積に見直します。

補助率：定額、65／100、60／100、50／100

事業実施主体：（独）農畜産業振興機構

［お問い合わせ先：生産局園芸作物課 （０３－３５０２－５９６１）］

［平成28年度予算の概要］
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２ 新しい野菜産地づくりの推進
【１，３９５（１，２３７）百万円の内数】

対策のポイント
実需者ニーズに対応した野菜の安定生産・安定供給を実現するため、生産

者・実需者・行政等が連携して取り組む野菜団地の形成を支援するとともに、

加工・業務用野菜の安定生産・安定供給に必要な土壌・土層改良、物流業界

との連携による新たな輸送システムの導入実証等を支援します。

＜背景／課題＞

・近年、異常気象や連作障害により野菜の作柄が不安定となっている一方、加工・業務

用野菜の国産ニーズが高まっており、輸入品からのシェア奪還を図るためにも、作柄

安定技術の導入による実需者への安定供給体制の構築が喫緊の課題となっています。

・さらに、ドライバーの不足、燃油価格の乱高下等により、青果物のトラック輸送によ

る安定的な流通に支障が生じかねない状況です。

・また、実需者ニーズや流通構造の変化に柔軟に対応するため、生産者、中間事業者、

実需者等に行政が加わった、川上から川下までの関係者が連携した野菜団地づくりが

必要となっています。

政策目標
野菜の生産数量の増加

（1,195万トン（平成25年度）→1,395万トン（平成37年度））

＜主な内容＞

１．新しい野菜産地づくり支援事業 １，０８０（８００）百万円

（１）加工・業務用野菜生産基盤強化事業
輸入野菜からのシェア奪還に向け、加工・業務用野菜への転換を推進する団地を

対象に、加工・業務用野菜の安定生産・安定供給に必要な土壌・土層改良、被覆資

材の使用等の作柄安定技術を導入する際に３年間支援する対策を実施します。

（対象品目：キャベツ、たまねぎ、にんじん、ねぎ、ほうれんそう、かぼちゃ、

レタス、スイートコーン※、えだまめ※）

※ 平成28年度から追加

（支援額：７万円/10a（１年目）、５万円/10a（２年目）、３万円/10a（３年目））

補助率：定額

交付先：（独）農畜産業振興機構

事業実施主体：農業者団体等

（２）青果物流通システム高度化事業

生産者、流通事業者、実需者等が連携し、トラック輸送から鉄道・船舶輸送への

切替え等によって流通の合理化・効率化を図る際に必要な技術実証や、新たな技術

を活用した低温輸送システムの構築等を支援します。

補助率：定額、１/３以内

事業実施主体：生産者・物流事業者・実需者等からなるコンソーシアム、民間団体

［平成28年度予算の概要］
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２．新品種・新技術活用型産地育成支援事業のうち国産原材料供給力強化支援事業

３１５（４３７）百万円の内数

多様なニーズに対応した安定的な供給連鎖（サプライチェーン）の構築を支援し

ます。また、加工・業務用に適した品種の導入に必要な種苗や、機械化一貫体系の

導入に取り組むための自動収穫機の導入等に向けた取組を支援します。

補助率：定額、１/３以内

交付先：協議会（農業者、中間事業者等で構成）

＜各省との連携＞

○ 国土交通省 ・モーダルシフト等の推進（平成28年度継続）

荷主、物流事業者等が連携して実施するモーダルシフトの運

行経費を補助（最大１／２） 等

（関連対策）

産地パワーアップ事業（新規） 平成27年度補正予算額 ５０,５００（０）百万円

地域一丸となって収益力強化に計画的に取り組む産地に対し、農業機械のリース導

入や、集出荷施設の整備等を総合的に支援します。

〔支援例〕

・露地園芸団地の育成を図るための農業機械のリース導入

・施設園芸団地の育成を図るためのハウス・機器の導入 等

補助率：基金管理団体へは定額（支援対象者へは、施設整備は事業費の１/２以内、

農業機械のリース導入は本体価格の１/２以内 等）

基金管理団体：民間団体

支援対象者：地域農業再生協議会で作成する「産地パワーアップ計画」に位置

づけられている農業者、農業者団体 等

お問い合わせ先：

生産局園芸作物課園芸流通加工対策室 （０３－３５０２－５９５８）
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定

額
面

積
払
い

地
域

一
丸

と
な
っ
て
収
益
力
強
化
に
計
画
的
に
取
り
組
む
産
地

に
対
し
、
農
業
機
械
の
リ
ー
ス

導
入
や
ハ
ウ
ス
の
導
入
、
集
出
荷
施
設
の
整
備
等
を
総
合
的
に
支
援
し
ま
す
。

新
た
な
技
術
を
導
入
し
た
モ
ー
ダ
ル
シ
フ
ト
等
の
流
通
合
理
化
、
高

品
質

保
持
技

術
の

導
入

に
よ
る

バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
の

構
築
等

に
係

る
実
証
を
支
援
。

支
援

対
象

：
土

壌
・
土

層
改

良
、
マ
ル

チ
・
べ

た
が

け
等

の
資

材
の

使
用

、
病

害
虫

防
除

資
材

の
導

入
等

対
象

品
目

：
キ
ャ
ベ
ツ
、
た
ま
ね

ぎ
、
に
ん
じ
ん
、
ね

ぎ
、
ほ

う
れ

ん
そ
う
、
か

ぼ
ち
ゃ
、
レ
タ
ス
、

ス
イ
ー
ト
コ
ー
ン
、
え
だ
ま
め

（
下

線
は

、
平

成
2
8
年

度
か

ら
追

加
）

支
援

内
容

（
１
）
新

し
い
野

菜
産

地
づ
く
り
支

援
事
業

支
援

対
象

：
新

規
格

の
鉄

コ
ン
テ
ナ
に
よ
る
鉄

道
、
船

舶
輸

送
や

、
電

源
コ
ン
テ
ナ
等

新
た
な
技

術
を
活

用
し
た

パ
ー
フ
ェ
ク
ト
コ
ー
ル

ド
チ
ェ
ー
ン
の

実
証

等

○
農

業
生

産
法

人
、
富

士
見

町
、
JA
が

連
携

○
遊

休
農

地
等

を
町

が
主

体
で
10
0h

a集
積

○
生
産
し
た
レ
タ
ス
は
、
農
業
生
産
法
人
や
JA
の

販
路

で
流

通
・
販

売

レ
タ
ス
産

地
づ
く
り
と
新

規
就

農
者

の
育

成
を
両

立
！

「
富

士
見

み
ら
い
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
（
長

野
県

）
水

田
の

有
効

活
用
！
！

野
菜

等
の

園
芸

メ
ガ
団

地
で
振

興
！

（
秋

田
県

）

○
水

田
を
有

効
活

用
し
た
、
園

芸
と
の

複
合

経
営

に
よ
り
所

得
増

を
目

指
す

○
県

が
園

芸
振

興
を
リ
ー
ド
し
、
大

規
模

な
園

芸
団

地
を
積

極
的

に
整

備
○

事
業

実
施

主
体

は
、
１
億

円
以

上
の

販
売

を
目

標

地
域

資
源

エ
ネ
ル

ギ
ー
の

活
用

、
高

度
な
環

境
制

御
技

術
を

兼
ね

備
え
た
次

世
代

園
芸

拠
点

施
設

（
全

国
10

拠
点

）

○
地

域
資

源
に
よ
る
エ
ネ
ル

ギ
ー
供

給
か

ら
生

産
○

調
製

・
出

荷
ま
で
を
一

気
通

貫
し
て
行

う
次

世
代

施
設

園
芸

拠
点

に
お
い

て
、
コ
ス
ト
削

減
と
地

域
雇

用
創

出
を
図

る

集
積

さ
れ

た
団

地

種
苗

供
給

セ
ン
タ
ー

出
荷

セ
ン
タ
ー

木
質

バ
イ
オ
マ
ス
等

の
地

域
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
活
用

大
規

模
栽

培
ハ

ウ
ス

富
士
見
町

（
農

地
集
積
）

J
A

（
営

農
指

導
・
販

売
）

農
業
生
産
法
人

（
就
農
者
確
保
・
育
成
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム

遊
休

農
地

を
解

消
し
、

レ
タ
ス
生

産
！

生
鮮

野
菜

と
サ

ラ
ダ
の

購
入

金
額

の
推

移
（
単

位
：
円

）

サ
ラ
ダ

生
鮮
野
菜

新
た
な
食

料
・
農

業
・

農
村

基
本

計
画

【
生

産
努

力
目

標
】

H
2
5

1
,1
9
5
万

ﾄﾝ

H
3
7

1
,3
9
5
万

ﾄﾝ

2
0
0
万

ﾄﾝ
の

大
幅

増
産

資
料
：
総
務
省

「
家
計
調
査
」

･･
･

○
多

様
な
関

係
者

に
よ
る
ニ
ー
ズ
に
対
応
で
き
る
野
菜
団
地
づ
く
り
を
加
速
化
！

先
進
産
地
の
事
例

新
し
い
野

菜
産

地
づ
く
り
の

推
進

（
野

菜
関

連
対

策
）

２
．
国

産
青

果
物

の
供

給
体

制
の

構
築

が
必

要

○
深

刻
な
ド
ラ
イ
バ
ー
不

足
○

多
様

化
す
る
用

途
・
流

通
経

路

20
20

年
度

20
30

年
度

需
要

量
10

3万
人

96
万

人

供
給

量
92
万

人
87

万
人

過
不

足
▲

11
万

人
▲
9万

人

量
販

店
（
生

鮮
、
カ
ッ
ト
）

コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス

ス
ト
ア
（
サ

ラ
ダ
）

外
食

・
中
食

（
加

工
品
・
惣
菜
）

直
売

中
間

事
業
者
等

産 地

市
場

（
２
）
国

産
原
材

料
供
給

力
強
化
支
援
事
業

加
工
・
業
務
向
け
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
構
築
に
向
け
、
生
産
者
・
中
間
事
業
者
・食

品
製
造
業
者
等

に
よ
る
一
体
的
な
取
組
を
支
援
。

専
用

品
種

の
導
入

（
カ
ロ
エ
ワ
ン
）

た
ま
ね

ぎ
加

工
で
は

、
上

下
を
切

り
落

と
す
た
め
、
縦

長
品

種
の

方
が

ロ
ス
が

少
な
い
。

キ
ャ
ベ
ツ
自

動
収

穫
機

収
穫
を
手
作
業
か
ら
機
械
化
す
る

こ
と
に
よ
り
大

幅
な
省

力
化

・
軽

労
化
を
実
現
。

支
援

対
象

：
加

工
・
業

務
向

け
専

用
品

種
や

機
械

の
導

入
を
支

援
等

H
2
7
補

正

H
2
8
当

初

生
産
者

中
間

事
業
者

実
需
者

行
政

新
野

菜
団

地
づ
く
り
に
向

け
た

総
合

的
な
取
組
を
実
施

１
．
露
地

野
菜
団

地
育
成

①
農

業
機

械
の

リ
ー
ス
導

入

②
育

苗
ハ

ウ
ス
の

導
入

等

①
パ

イ
プ
ハ

ウ
ス
の

導
入

②
高

度
環

境
制

御
装

置
の

導
入

等

２
．
施
設

野
菜
団

地
育
成

H
2
7
補

正【
共

通
】

農
産

物
処
理

加
工

施
設

ほ
う
れ

ん
そ
う
収

穫
機

レ
タ
ス
２
条

挿
苗

機

パ
イ
プ
ハ
ウ
ス

環
境

制
御
盤

集
出

荷
貯

蔵
施

設

〔
園

芸
品
目

に
お
け
る
活

用
イ
メ
ー
ジ
〕

①
加

工
・
業
務
用

野
菜

生
産
基
盤

強
化
事

業

②
国

産
青

果
物

高
度

供
給
事

業

【
関

連
対
策

】
産

地
パ

ワ
ー
ア
ッ
プ
事
業

6
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３ 果樹農業好循環形成総合対策事業
【５，６００（５，５２０）百万円】

対策のポイント
果樹農業振興基本方針に即し、所得向上に向けた好循環を生み出すため、

生産から消費に至るまでの関係者の「連携」による一気通貫した取組を支援
します。

＜背景／課題＞
・我が国の果樹農業は、高齢化の進展や農地荒廃の加速化、資材価格の上昇等により、
生産基盤が脆弱化しています。また、果実の需給構造を見ると、国内需要のうち６割、
果実加工品だけを見ると９割を輸入に頼っています。

・こうした状況の中、新たな果樹農業振興基本方針においては、高品質果実の生産・販
売が更なる追加投資や品質向上、所得向上につながるという所得向上に向けた「好循
環」を生み出すため、各分野の「連携」を図ることが重要であると位置付けています。

政策目標
果樹産地面積のうち優良果実の供給面積割合の増加

（５％（平成25年度）→ 17％（平成37年度））

＜主な内容＞
１．農地中間管理機構の活用等による優良品目・品種への転換の加速化

優良品目・品種への転換を加速するため、引き続き、産地の担い手による改植等
を支援します。さらに、産地協議会と農地中間管理機構の連携を強化し、農地中間
管理機構を活用した改植や小規模園地整備を推進します。
また、改植費用の上昇を踏まえ、改植単価及び未収益期間支援の単価を以下のと

おり改定します。
（改植）
・10ａあたり22万円→23万円（みかん等のかんきつ類）
・10ａあたり16万円→17万円（りんご等の主要落葉果樹等）
・10ａあたり32万円→33万円（りんごわい化栽培等）

（未収益期間）
・10ａあたり20万円→22万円（5.5万円×４年分）
このほか、新品種でなくとも需要の見込まれる品目・品種の導入や大規模基盤整

備を行った園地における植栽を新植支援の対象にします。

２．果実の需給安定や果樹農業の好循環のための優先課題の解決
計画生産・出荷、緊急的な需給調整対策、自然被害果実の流通対策を推進します。

この際、需給調整に係るコスト上昇を踏まえ、需給調整対策の補給金単価を見直し
ます（１kgあたり34円→44円）。
このほか、荒廃園地の発生抑制等に向けた園地パトロール、ＩＣＴ等新技術の普

及のための産地と異業種とのマッチング、全国ブランドの育成等を支援します。

３．流通・消費構造の変化に対応した加工流通対策の強化
流通・消費構造の変化に対応するため、カットフルーツ等の需要拡大につながる

商品開発等を推進するほか、新たに、加工用果実の安定生産に資する作柄安定技術
の導入等を支援します。
また、海外への海上輸送体制を確立するため、リーファーコンテナ（冷蔵冷凍装

置を備え、定温流通を可能とするコンテナ）の効率的な活用や長時間輸送に適した
鮮度保持技術・輸送用資材の開発・実証を支援します。

補助率：定額、定額（１/２相当）、６/10、１/２、１/３
事業実施主体：（公財）中央果実協会、民間団体

［お問い合わせ先：生産局園芸作物課 （０３－３５０２－５９５７）］

［平成28年度予算の概要］
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果
樹
農
業
好
循
環
形
成
総
合
対
策
事
業
（
平
成
2
8
年
度
予
算
概
算
決
定
額
５
，
６
０
０
（
５
，
５
２
０
）
百
万
円
）

果
樹
農
業
振
興
基
本
方
針
の
方
向
性
に
即
し
、
果
樹
農
業
の
所
得
向
上
に
向
け
た
好
循
環
を
生
み
出
す
た
め
、
生
産
、
流
通
、
加
工
、
販
売
、

消
費
等
の
関
係
者
の
「
連
携
」
に
よ
る
一
気
通
貫
し
た
取
組
を
支
援
。

優
良
品
目
・
品
種
へ
の
転
換
の
加
速
化

加
工
流
通
対
策
の
強
化

果
実
の
需
給
安
定
や
果
樹
農
業
の
好
循
環
の
た
め
の
優
先
課
題
の
解
決

【
改
植
】
２
２
万
円
→
 
２
３
万
円
/
10
a
（
み
か
ん
等
の
か
ん
き
つ
類
）

１
６
万
円
→
 
１
７
万
円
/
10
a
（
り
ん
ご
等
の
主
要
落
葉
果
樹
等
）

３
２
万
円
→
 
３
３
万
円
/
10
a
（
り
ん
ご
わ
い
化
栽
培
等
）

【
未
収
益
】
２
０
万
円
→
 
２
２
万
円
/
10
a
（
5
.
5
万
円
×
４
年
分
）

・
産
地
協
議
会
と
農
地
中
間
管
理
機
構
の
連
携

を
強
化
し
、
機
構
を
活
用
し
た
改
植
や
小
規

模
園
地
整
備
を
推
進
。
[
新
規
]

・
品
質
確
保
が
見
込
め
な
い
極
早
生
み
か
ん
園
地
の
廃
園
を
推
進
。

・
需
要
の
見
込
ま
れ
る
品
目
・
品
種
の
導
入
や
大
規
模
基
盤
整
備
を
行
っ
た
園
地
に

お
け
る
植
栽
を
新
植
支
援
の
対
象
に
拡
大
。
[
拡
充
]

・
改
植
費
用
や
栽
培
管
理
費
の
上
昇
を
踏
ま
え
支
援
単
価
を
見
直
し
。
[
拡
充
]

・
加
工
用
果
実
の
安
定
生
産
に
資
す
る
作
柄
安

定
技
術
の
導
入
等
の
取
組
を
支
援
。

・
カ
ッ
ト
フ
ル
ー
ツ
等
を
含
め
新
た
な

需
要
拡
大
に
つ
な
が
る
高
品
質
化
機

械
等
の
導
入
実
証
を
支
援
。

酵
素
剝
皮
技
術
を
利
用
し
た
カ
ッ
ト
フ
ル
ー
ツ

・
中
間
事
業
者
に
よ
る
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

の
構
築
や
需
要
拡
大
を
推
進
。

・
新
需
要
に
対
応
し
つ
つ
更
な
る
需
要

拡
大
に
資
す
る
商
品
開
発
や
省
力
化

栽
培
実
証
を
支
援
。

消
費
者
ニ
ー
ズ
の
高
い
カ
ッ
ト

フ
ル
ー
ツ
向
け
に
提
供
可
能

不
揃
い
な
り
ん
ご

・
海
外
へ
の
果
実
の
海
上
輸
送
体
制
の
確
立
に
向
け
た
リ
ー
フ
ァ
ー
コ
ン
テ
ナ
の
効

率
的
な
活
用
や
、
長
時
間
輸
送
に
適
し
た
鮮
度
保
持
技
術
・
輸
送
用
資
材
の
開
発
・

実
証
を
支
援
。
[
新
規
]

冷
凍
冷
蔵
が
可
能
な
リ
ー

フ
ァ
ー
コ
ン
テ
ナ
に
よ
る
輸
送

M
A
包
装
資
材
に
よ
る
長
期

鮮
度
保
持
技
術
（
不
知
火
）

優
良
品
目
・
品
種
に
改
植
し
た

上
で
担
い
手
に
転
貸

点
在
す
る

園
地

・
園
地
の
集
積

・
優
良
品
目
・
品
種
に
転
換

借
り
受
け

貸
し
付
け

(
転
貸
)

新
品
種

農
地
中
間

管
理
機
構

古
い
品
種

連 携

果
樹
の
産
地
協
議
会

機
械
収
穫
前
提
の
整
園

省
力
化
を
図
り
つ
つ
、
一
定
の
品
質
を
確
保
し
た
原
料

果
実
を
生
産
し
、
果
汁
工
場
に
安
定
供
給

リ
ス
ク
と
負
担
の
分
散

一
対
一
の
契
約

産
地 Ａ

産
地 Ｂ

産
地 Ｃ

Ｂ
社

Ａ
社

Ｂ
社

Ｂ
社
Ｃ
社

季
節
、
天
候
な
ど
供

給
の
不
安
定
要
素

安
定
供
給
に

不
安

要
求
に

応
え
き
れ
な
い

産
地 Ａ

産
地 Ｂ

産
地 Ｃ

Ｂ
社

Ａ
社

Ｂ
社

Ｂ
社
Ｃ
社

中
間
事
業
者

リ
ス
ク
が

少
な
く
な
っ
た

負
担
が

軽
く
な
っ
た

産
地

食
品
製
造

企
業
等

市
町
村

共
済

生
産
者

普
及

農
業
委
員
会

揺
り
落
と
し
機
械
等
の
導
入

[
新
規
]

・
産
地
の
担
い
手
に
よ
る
改
植
等
を
支
援
。

②
商
標
名
使
用
許
諾
契
約
の
締
結

熊
果
連

日
園
連

①
「
デ
コ
ポ
ン
」
の
商
標
登
録

柑
橘
関
係
県
の
農
協
・
県
連

③
再
使
用
契
約
の
締
結

④
「
デ
コ
ポ
ン
」
で
の
出
荷
が
可
能

果
実
の
全
国
ブ
ラ
ン
ド
の
推
進
事
例
（
デ
コ
ポ
ン
）

・
計
画
生
産
・
出
荷
、
緊
急
的
な
需
給
調
整
対
策
、
自
然
被
害
果
実
の
流
通
対
策
を

推
進
。
こ
の
際
、
需
給
調
整
の
補
給
金
単
価
を
見
直
し
。
（３
４
円
/
kg
→
４
４
円
/
kg
）

ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
栽
培
管
理

携
帯
端
末
の
指
示
に
従
っ

て
摘
果
・
か
ん
水
を
行
う
。

携
帯
端
末

セ
ン
サ
ー

②
商
標
名
使
用
許
諾
契
約
の
締
結

・
荒
廃
園
地
の
発
生
抑
制
等
に
向
け
た
園
地
パ
ト
ロ
ー
ル

等
の
産
地
の
取
組
を
支
援
。
[
新
規
]

・
Ｉ
Ｃ
Ｔ
等
異
分
野
の
新
技
術
の
普
及
に
向
け
た
産
地
と

異
業
種
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
支
援
。
[
新
規
]

・
果
実
の
需
要
喚
起
に
資
す
る
ブ
ラ
ン
ド
力

の
向
上
に
向
け
た
、
全
国
ブ
ラ
ン
ド
育
成

や
機
能
性
表
示
の
活
用
等
を
支
援
。 [
新
規
]
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４ 産地リスク軽減技術総合対策事業のうち
園芸作物資材緊急安定確保対策事業

【２３７（３１８）百万円の内数】

対策のポイント
果樹農業における安定生産に向け、花粉等園芸資材の過度の海外依存から

脱却し、国内における確保体制の確立に向けた取組を支援します。

＜背景／課題＞

・高齢化や担い手不足が進む中、園芸産地では作業負担軽減の観点から、作物生産に必

要な花粉等の基礎的な園芸資材を海外に依存せざるを得なくなっています。

・しかしながら、平成26年になしの輸入花粉が一時的に不足した事案や、平成26年のか

いよう病新系統発生により輸入検疫が強化されたキウイフルーツ花粉では、平成27年

の輸入花粉の調達が授粉時期間際になった事案など、近年、国産資材の不足が果実の

生産に影響を及ぼしかねない事態が発生しています。

・このため、果樹農業における安定生産に向け、花粉等の基礎的な園芸資材について、

海外への過度な依存から脱却する必要があります。

政策目標
平成33年産向けキウイフルーツ花粉の輸入量を平成27年産向け輸入量に比

べて10％低減。

＜主な内容＞

１．花粉等の安定確保システムの構築

産地の関係者による花粉等の安定確保体制の検討や、不足時の調達マニュアルの作

成、遠隔産地間の調達協定の締結に向けた取組を支援します。

２．花粉等の安定確保の取組

花粉採取専用園地の整備や、採取した花粉の発芽率維持のための貯蔵等に必要な機

器の整備等を支援します。

補助率：１／２以内

事業実施主体：農業者団体、農業法人 等

［お問い合わせ先：生産局園芸作物課 （０３－３５０２－５９５７）］

［平成28年度予算の概要］
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課
 
題

 

 
園

芸
作

物
資

材
緊

急
安

定
確

保
対

策
事

業
（
新
規

）
 

平
成

28
年

度
予

算
概

算
決

定
額

：産
地

リ
ス
ク
軽

減
技
術
総
合
対
策
事
業

 
２
３
７
（
３
１
８
）
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万
円
の
内
数

 

花
粉

の
安

定
確

保
に
向

け
た
取

組
の

推
進

 

【
キ
ウ
イ
フ
ル

ー
ツ
花
粉

】
 

・
年
間
輸
入
量
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0
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ｇ
程
度
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量
の
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半
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・
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が
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の
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い
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う
病

P
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系
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発
生

に
よ
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花
粉
の
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入
検
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強
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2
6
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実
の
生
産
に
必
要
な
花
粉
等
の
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材
は
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を
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外
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存

 

輸
入

先
に
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け
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の
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花
粉
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入
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入
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に
支
障

 
 
→
花
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が
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問
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○
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7
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ま
で
の
輸
入
量
は

3
0
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に
と
ど
ま
る
状
況

 
○
花

粉
需
要
期
間
際
の

H
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7
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旬
に

な
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、
ニ
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ラ
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等
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輸
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よ
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安
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る
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発
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○
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に
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に
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安
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制

の
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○
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の
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の
作
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結
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内
）
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．
ま
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２
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花
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採
取
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用
園
地
の
整
備

 

○
花
粉
の
開
葯
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の
貯
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庫
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補
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／
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内
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種
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地
の

整
備

 
温

度
管

理
可

能
な
開

葯
器
の
導
入
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５ 国産花きの生産・供給対策
】【８６５（６５４）百万円

対策のポイント
国産花きのシェア奪還と輸出拡大を図るため、低温パッキング等による

コールドチェーンの構築、日持ち保証販売の普及、指導者向け花育研修等を
支援します。

＜背景／課題＞
「花きの振興に関する法律」の理念の実現に向けて、国産・平成26年12月に施行された

花きの生産・供給体制の強化、輸出や需要拡大のための取組を推進 国産花きのシし、
です。ェア奪還と輸出拡大を図ることが必要

・また、４月から開催される し、我が国の多トルコのアンタルヤ国際園芸博覧会に出展
様で高品質な花きや花きの文化 があります。をアピールしていく必要

政策目標
（ （ ） （ ））○国産花きの産出額の拡大 3,785億円 平成25年 →5,000億円 平成32年
（ （ ） （ ））○国産花き輸出額の増大 96億円 平成25年 → 150億円 平成32年

＜主な内容＞

１．国産花きイノベーション推進事業 ７０２（５３２）百万円
低温パッキング等によるコールド国産花きのシェア奪還と輸出拡大を図るため、

チェーンの構築、産地での輸出向け切り花の病害虫対策や鮮度保持方法の実証 盆、
する取組を支援します。栽等の消毒方法を確立

販売・用途の違いに基づく品目別の適切な日持ち保証日数を設定するためまた、
を支援します。の取組や 「花育」の指導力向上のための実践研修、

補助率：定額、１／２以内
事業実施主体：協議会、民間団体等

２．トルコ・アンタルヤ国際園芸博覧会政府出展事業 １６３（１２１）百万円
、トルコ・アンタルヤ国際園芸博覧会への政府出展における展示会場の運営・管理

品種コンテストへの展示、広報等 。を行います
委託費

委託先：民間団体

（関連対策）

国産花きのシェア奪還・輸出拡大を支える研究開発（委託プロジェクト研究）
（１１０）百万円９４

花きの国際競争力の強化に向け、①良日持ち性、高い病害抵抗性等民間企業の育種を
下支えする基盤的形質を有する系統、②日持ち性向上のための鮮度保持剤等、③栽培施
設の環境制御を低コスト化するための技術の開発・改良を行います。

委託費
委託先：民間団体等

お問い合わせ先：
生産局園芸作物課花き産業・施設園芸振興室（０３－６７３８－６１６２）

関連対策 技術会議事務局研究統括官（生産技術）室
（０３－３５０２－２５４９）

［平成28年度予算の概要］
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平
成
2
8
年
に
ト
ル
コ
で
開
催
さ
れ
る
国
際
園
芸
博
覧
会
の

政
府
出
展
に
お
け
る
展
示
会
場
の
運
営
・
管
理
等

○
国
産
花
き
の
シ
ェ
ア
奪
還
と
輸
出
拡
大
を
図
る
た
め
、
国
産
花
き
の
生
産
・
供
給
体
制
の
強
化
、
輸
出
や
需
要
拡
大
の

た
め
の
取
組
を
推
進
。

国
産

花
き
の

生
産

・
供

給
対

策

ト
ル
コ
・
ア
ン
タ
ル
ヤ
国
際
園
芸
博
覧
会
政
府
出
展
事
業
（
継
続
）

【
切

り
花

の
日

持
ち
保

証
販

売
の

普
及

に
向

け
た
取

組
支

援
】

（
拡

充
）

平
成

２
８
年

度
概

算
決

定
額

８
６
５
（
６
５
４
）
百

万
円

花
き
の
国
際
競
争
力
強
化
に
向
け
、

①
民
間
企
業
の
育
種
を
下
支
え
す
る
基
盤
的
形
質
を

有
す
る
系

統
②
日
持
ち
性
向
上
の
た
め
の
鮮
度
保
持
剤
等

③
栽
培
施
設
の
環
境
制
御
を
低
コ
ス
ト
化
す
る
た
め
の

技
術
の
開
発
・
改
良

○
流
通
・
販
売
・
用
途
の
違
い
が
日
持
ち
性
に

与
え
る
影

響
を
把

握
し
、
品

目
別

の
適
切
な

日
持

ち
保

証
日

数
を
設

定
す
る
等
の
取
組
を
実
施

【
「
花

育
」
の

レ
ベ
ル

ア
ッ
プ
に
向

け
た
活

動
支

援
】
（
拡

充
）

○
各
地
の
優
れ
た
花
育
活
動
を
抽
出
し
、

そ
の
特
長
を
分

析
す
る
と
と
も
に
、

現
役
の
教
師
や
花
き
関
係
者
を
対
象
と
し
た

花
育
の
実
践
研

修
等

を
実

施

国
産

花
き
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推

進
事

業
【
７
０
２
（
５
３
２
）
百

万
円

】

【
パ

ー
フ
ェ
ク
ト
コ
ー
ル

ド
チ
ェ
ー
ン
等

に
よ
る

国
産

花
き
の

国
内

流
通

・
輸

出
拡

大
の

支
援

】
（
拡

充
）

１
パ

ー
フ
ェ
ク
ト
コ
ー
ル

ド
チ
ェ
ー
ン
の

構
築
等

・
低
温
下
で
の
切
り
花
の
パ
ッ
キ
ン
グ

(箱
詰

め
）
や
、

輸
送
前
に
箱
内
部
ま
で
十
分
に
冷
気
を
取
り

入
れ

る
差

圧
予

冷
技

術
等

を
実

証

２
盆
栽
等
の
消
毒
方
法
等
の
確
立

輸
出
先
国
、
品
目
毎
に
効
率
的
な
隔
離
栽
培
、

消
毒

方
法

等
を
実

証
し
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
化

【
１
６
３
（
１
２
１
）
百

万
円

】

○
日

持
ち
の

良
い
カ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
新

品
種
の

育
成

「
ミ
ラ
ク
ル

ル
ー
ジ
ュ
」
（
中
央

）
は

、
既
存

品
種
（
左
及

び
右

）
が

し
お
れ

た
後

も
開

花
し
続

け
る
特

性
を
保

持
（
写
真

は
1
8
日

経
過
後

）

（
関
連
対
策
）

国
産

花
き
の

シ
ェ
ア
奪

還
・
輸

出
拡

大
を
支

え
る
研

究
開

発
（
継

続
）

【
９
４
（
１
１
０
）

百
万

円
】

・
産
地
に
お
い
て
輸
出
向
け
切
り
花
に
必
要
な

消
毒

等
の

病
害

虫
対

策
や

、
採
花
時
の
処
理
に
よ
る

鮮
度

保
持

方
法

を
実

証
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５ 国産花きの生産・供給対策

（１）国産花きイノベーション推進事業
【７０２（５３２）百万円】

対策のポイント
国産花きのシェア奪還と輸出拡大を図るため、低温パッキング等による

コールドチェーンの構築、日持ち保証販売の普及、指導者向け花育研修等を

行う取組を支援します。

＜背景／課題＞

・平成26年12月に施行された「花きの振興に関する法律」の理念の実現に向けて、国産

花きの生産・供給体制の強化、輸出や需要拡大のための取組を推進し、国産花きのシ

ェア奪還と輸出拡大を図ることが必要です。

政策目標
○国産花きの産出額の拡大（3,785億円（平成25年）→5,000億円（平成32年））

○国産花き輸出額の増大 （ 96億円（平成25年）→ 150億円（平成32年））

下線部は拡充部分

＜主な内容＞

１ 花き関係者の連携への支援

生産者、研究機関、流通関係者、販売事業者等花き業界関係者が一堂に会して花き

振興に係る戦略を策定する協議会の運営を支援します。

２ 国産花きの強みを活かす生産・供給体制の強化(拡充）

国産花きの強みを活かす生産・供給体制の強化に向けた、広域連携による花き加工

技術の向上の取組や、日持ち性向上のための管理技術の導入、品目別の適切な日持ち

保証日数を設定する取組等を推進します。

３ 国産花きの需要拡大(拡充）

国産花きの需要拡大に向けた花育の普及及び指導者向け研修、フラワーコンテスト

・花文化展示会の開催、オフィスや介護施設等での花や緑の利用、異業種との連携に

よる新需要創出の活動等を推進します。

４ パーフェクトコールドチェーンによる国産花きの国内流通・輸出拡大の

支援（拡充）

切り花について、低温下でのパッキング、差圧予冷等の実証、産地における輸出に

必要な病害虫対策や鮮度保持方法を実証します。

また、盆栽等について、輸出先国、品目毎に効率的な隔離栽培、消毒方法の実証を

します。

交付率：定額、１／２以内

事業実施主体：花き業界関係者が組織する協議会等

お問い合わせ先：

生産局園芸作物課花き産業・施設園芸振興室 （０３－６７３８－６１６２）

[平成28年度予算の概要]
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